
社　協　二

J  R

0 0 - 0 0 7

ジョルダン・ハシェミット王国

職業訓練技術学院プロジェクト

運営指導（中間評価）調査団報告書

No.

平成 12年９月

国 際 協 力 事 業 団
社 会 開 発 協 力 部



序　　　　　文

ジョルダン・ハシェミット王国は、第 3 次国家社会経済開発 5 か年計画で、工業製品の品質向

上による輸出競争力の強化と、そのための人材育成を主要目標と位置づけている。この背景から、

労働省傘下の職業訓練公社（VTC）は、首都アンマン市内に金属・機械加工分野の職業訓練を行う

新施設を建設し、職業訓練を実施するための技術協力を、我が国に要請してきた。

これを受けて国際協力事業団は、平成 6 年 11 月から基礎、事前、長期各調査を重ねたうえ、平

成 9 年 4 月に実施協議調査団が討議議事録（R ／D）の署名を取り交わし、同年 10 月 1 日から 5 年

間の予定で「ジョルダン職業訓練技術学院プロジェクト」を開始した。

今般は、プロジェクト協力の 3 年目にあたり、その計画達成度を調査・確認して中間評価を行

うとともに、協力期間の終了までに必要な事項を提言するため、平成 12 年 8 月 5 日から同 16 日

まで、労働省職業能力開発局海外協力課課長　飛鳥滋氏を団長とする運営指導（中間評価）調査団

を現地に派遣した。同調査団によれば、プロジェクトは現時点で期待される成果をおおむね達成

しているが、指導技法の向上や教材開発・改善等、訓練コースの質を高める技術移転が今後に残

されており、限られた残期間に目標を達成するには、プロジェクト関係者のいっそうの努力が必

要とされている。

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト活動

に広く活用されることを願うものである。

ここに、調査にご協力いただいた外務省、労働省、雇用・能力開発機構、在ジョルダン日本国

大使館など、内外関係各機関の方々に心から感謝の意を表するとともに、引き続きいっそうのご

支援をお願いする次第である。

平成 12 年 9 月

国 際 協力事業団　　

社会開発協力部　　 　　　　

部長　田 中 由美子　　　
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第 1 章　運営指導（中間評価）調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

ジョルダン国は第 3 次国家社会経済開発 5 か年計画のなかで、国際競争力の強化をめざした労

働者の生産性、製品水準の向上、労働市場のニーズに対応可能な人材育成のための教育・職業訓

練の充実を主要目標と位置づけている。同計画では、7 万人の訓練・再訓練を行うとの数値目標を

定めており、本目標達成のために職業訓練施設の新設、養成訓練の拡充、新しい訓練コースの設

定等が計画されている。同国では、工業セクターのなかでも特に製造業を、経済成長と雇用拡大

の重要セクターと位置づけており、現に金属・機械加工分野の企業数が増えつつあることから、今

後、当該分野の技能者ニーズが高くなると見込まれている。

こうした状況を踏まえ、労働省傘下で職業訓練を実施している職業訓練公社（VTC）は首都アン

マン市内に、金属・機械加工分野の職業訓練校を新設し、当校で実施する職業訓練について我が

国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これを受けて国際協力事業団は、1994 年 11 月に基礎調査、1995 年 6 月に事前調査、同年 11 月

に長期調査を実施したうえで、1997 年 4 月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of

Discussions：R ／ D）の署名を取り交わし、同年 10 月 1 日から 5 年間の予定で、「ジョルダン職

業訓練技術学院プロジェクト」を開始した。同プロジェクトは機械加工、溶接、塑性加工の 3 分野

で技術移転を実施中である。協力開始後の 1999 年 1 月には運営指導調査団を派遣し、プロジェク

トの立ち上げ状況を確認した。

今回の調査団は、プロジェクト開始から 3 年目にあたり、プロジェクト計画達成度を調査、確

認し、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法に基づいて中間評価を行うことを主

目的として派遣された。

調査目的は次のとおりである。

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画に基づき、プロジェクトの投

入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、問題点を整理する。

（2）PDM を見直し、定量的な評価指標の設定について検討するとともに、必要となるデータ収

集を行う。

（3）評価 5 項目（目標達成度、実施の効率性、効果、計画の妥当性、自立発展性）の観点から、プ

ロジェクトチーム、ジョルダン側関係者とともにプロジェクトの中間評価を行う。

（4）上記の評価結果に基づき、プロジェクト継続の妥当性について判断するとともに、プロジェ

クトチーム、ジョルダン側関係機関の双方に対して必要な提言を行い、今後の活動計画につ

いて協議する。
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（5）本協議結果を、双方の合意事項としてミニッツに取りまとめ、署名を取り交わす。

1 － 2　調査団の構成

団長／総括 飛鳥　滋 労働省職業能力開発局海外協力課　課長

技術訓練 古田　光則 雇用・能力開発機構職業能力開発企画部

国際協力課　専門役

評価計画 佐藤　和美 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員

評価分析 藤川　学 （株）地域計画連合国際グループ主任研究員
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1 － 4　主要面談者

（1）労働省

Eid Al Fayez, Minister of Labor

Muhamad Ali, Deputy Minister

（2）計画省

Nael Al-hajaj, Director of Multilateral Cooperation Dept.

Mustafa Al-Saleh, Director of Bilateral Cooperation Dept.

Wafaﾕ Al-Saket, Head of Section, Bilateral Coop. Dept.

（3）教育省

Khaled Toukan, Minister of Education

（4）職業訓練公社（VTC）

Muzahim Al-Muhaisin, Director General

Hesham Rawashdeh, Assistant Director General, Institutes Affairs

Ismail Hindawi, Consultant

Faisal Abu Khaled, Financial Director

Yousef Abu-Sabha, Director of Supplies

Hani M. Khieifat, Director of Planning

Hussein Al-Nairat, Principal, Specialized Training Institute for Metal Industry （STIMI）

Ibrahim Khalil Suleiman Qattash, Training Supervisor, STIMI

Ibrahim Ahmad Salem Tawalbe, Training Officer of Machining, STIMI

Jamal Yousef Hasan Akour, Training Officer of Welding, STIMI

Waleed Khaled Hasan Al-Tantawi, Training Officer of Sheet Metal, STIMI

（5）在ジョルダン日本国大使館

田中　聖也 一等書記官

（6）JICA ジョルダン事務所

矢部　義夫 所長

岩井　雅明 所員
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（7）プロジェクト専門家

藤本　篤 チーフアドバイザー

金丸　順夫 訓練計画

前田　義人 機械加工

田屋　耕作 塑性加工

小田桐　久夫 業務調整
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第 2 章　要　　　約

2 － 1　始　め　に

本調査団は、プロジェクトの中間段階で技術協力の実施状況を評価し、それに基づいて（1）プ

ロジェクト後半に向けてあるべき協力の内容及びその実施に伴う諸問題を明らかにし、（2）ジョ

ルダン政府及び実施機関であるVTC 並びに JICA 及び国内関係機関に必要な提言を行うことを目

的に派遣された。

ジョルダン滞在中は、プロジェクトサイトの専門家チーム及びカウンターパート（C ／ P）をは

じめ、ジョルダン側の関係者及び JICA 事務所、日本国大使館を含む日本側関係者とプロジェクト

の実施・運営の状況及び今後の活動計画等に関する協議を行ったほか、企業視察、職業訓練施設

の視察も行い、所期の日程をこなすことができた。

ジョルダンでは、現国王により人材開発の重要性が強調され、後述のように教育、職業訓練分

野において多くの新しい施策が提案され、実行に移されようとしている。

このため現地で JICA 事務所長の進言により、新しい動きの中心人物の一人である教育大臣への

表敬を日程に加え、教育訓練関連の動きを確認し、及び本プロジェクトサイトであるジョルダン

職業訓練技術学院（STIMI）の今後についての見解も伺った。これについては、主に第 3 章「ジョ

ルダンにおける人材開発に関する最近の動き」で記述する。

一連の協議のあと、PDM に基づく中間評価結果を含む滞在中の協議結果を協議議事録にまとめ、

ムザヒム VTC 総裁との間で署名を取り交わした。

2 － 2　PDM の改訂

中間評価のベースとなるPDM については、まず事前評価段階で作成されたものについてその後

の状況変化、新規知見等を考慮して、プロジェクトの最終評価時における使用を前提とし、より

現状に即したものに改訂を行った（付属資料 2 参照）。

実際には、現地から適宜情報のインプットを得つつ調査団派遣前の国内作業として改訂案を作

成、これを現地で日本側専門家チームとすり合わせ・再検討を行い、手直ししたものをジョルダ

ン側に提示して中間評価手法の説明を行うという手順であった。

本件改訂にあたっては、当初、各項目の「指標」を極力定量化、すなわち数値で表すことで評価

の客観度を上げることをめざしたが、検討の結果、本プロジェクトの技術移転内容の性格上、事

前評価段階で設定した定量指標（卒業生数及び資格取得者数等）以外に数値による目安を設定して

も、多くはそれら自体が指標の意義をなさないとの結論に至った（例えば他に同レベルの施設が

なく、比較による評価ができないため等）。
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このため、評価の透明性・客観性及び厳密性を上げるために、指標及び指標入手手段を極力詳

細かつ客観的に設定する方針をとった。

作成した「改訂 PDM」案は、各項目のプロジェクト側から見た現実性、意義をめぐって現地で

の専門家チームとのすり合わせに長時間を要したが、これらの作業を通じ「プロジェクト目標」及

び「成果」を中心に最終評価時の使用に耐える改良された「改訂 PDM」が策定できたと考える。

「改訂 PDM」及びそれを用いた中間評価手法については、ジョルダン側の理解が順調に得られ、

関係者のインタビュー、資料の収集等について全面的な協力を得た。

2 － 3　改訂 PDM による中間評価結果

改訂 PDM により、PCM 手法に基づき評価 5 項目（目標達成度、効果、妥当性、インパクト、自

立発展性）の観点から中間評価を行った。

細部は協議議事録及び「5 評価結　果」によるが、主要所見は次のとおりである。

（1）プロジェクトは、現時点において期待される成果をおおむね達成していると評価する。

日本側の供与機材の過半が設置、供用され、またジョルダン側の実施体制もほぼ整ってお

り、C ／ P の指導員としての能力向上度、養成訓練コース及び向上訓練コースの内容及び実施

管理状況もほぼ満足できる状況である。

また、養成訓練コース、向上訓練コースへの参加申込みが多いこと、STIMI が実施する向

上訓練コースが企業から好評であることも評価される。

このようなことから、現時点で技術移転は順調であり、プロジェクトは「目標達成」に向け

て確実に進みつつあると認められる。

（2）「効率性」に関しては、投入のタイミング、内容は適切であり、また投入に対し見合った成

果が得られている。

（3）「効果」に関しては、STIMI は職業構成法（付属資料 3 参照）の施行に伴い、職業訓練校で初

のクラフトマンレベルの卒業生を輩出することが予定されており、このことはジョルダンの技

能資格制度に大きなインパクトを与えることになると思われる。

また、現在計画されている構想、すなわち STIMI がコミュニティカレッジのカリキュラム

を指導する役割を与えられているバルカ応用大学との連携により更にカリキュラム等が整備さ

れて学校教育における短大相当の職業訓練施設に位置づけられ、卒業生からテクニシャンレベ

ルの者も輩出することが実現されれば、技能資格制度に更に大きなインパクトを与えることに

なると考えられる。
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本構想の実現へのタイムスケジュールは明確ではないが、基本的にはVTC の所管の範囲で

実現可能であり、可能性は高いと考えられ、今後プロジェクトとの関係でその動きを十分に

フォローする必要がある。

（4）「妥当性」に関しては、本プロジェクトの内容は、国家開発計画及び国王が議長を務める経

済諮問委員会（ECC）による提言（付属資料 4 参照）のなかで重要視されている職業訓練による

人材育成政策に合致しており、プロジェクトの計画内容の妥当性は、十分あると判断される。

（5）職業構成法の施行に伴う資格認定制度を通じて、STIMI の役割が今後ますます高まること

が期待されることなどから、制度面からは「自立発展」の見込みがあると判断される。

一方、これまでジョルダン側の努力により十分な予算措置がなされており、今後も引き続き

財政措置が期待できることから、財政面での自立発展性の見込みも十分あると考えられる。

プロジェクト終了までに計画されている C ／ P への技術移転が完了し、技術面における自

立が確保されれば、プロジェクト終了後の STIMI の自立発展の見込みは高いと思われる。

2 － 4　ジョルダン側との協議の概要

（1）C ／ P の確保

C ／ P について、調査団訪問時点で、当初配属予定の 25 名のうち、7 名が未配属であるた

め、早期の充足を求めた。

VTC 側は、未充足の状況が VTC の努力を超えた原因によるものであり、VTC としては十

分な努力をしてきたこと、C ／ P の重要性を強調する日本側の見解は十分理解しているので、

なお関係当局に強く働きかけを行い、8 月中に充足されるよう最大限の努力を行うことなどを

表明した。

調査団は、未充足分のうち少なくとも過半は、8 月中に充足される感触を得た。

（2）鋳造・鍛造科の取り扱い

STIMI が世界銀行の融資を受けて独自に開設した鋳造・鍛造科については、日本側はこれ

まで、プロジェクトの円滑な運営の確保と、STIMI が同科を含み全体として評価を受けるこ

とがプロジェクトにとっても必要であるとの判断から、同科の訓練計画作成、訓練管理等に

支援を行ってきた。

本調査では、同分野は、プロジェクトの協力対象外であり評価外であることを確認したう

えで、日本側は引き続き可能な範囲でこれまで同様の支援を行うことを確認した。

これに対しジョルダン側は、これまでの日本チームの支援を多としつつ、この分野に関す
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る専門家派遣及びジョルダン人研修員の日本受入れの検討を要望した。

（3）スペアパーツ

日本側供与機材についてスペアパーツを安定的に確保できるかは、特に協力終了後の機材

の維持管理の帰趨をにぎるものであり、STIMI の自立発展に必須の条件である。

ジョルダン側は、プロジェクト終了後にスペアパーツの入手が必要な場合は、その方法（取

り扱い業者、連絡方法等）を JICA 事務所を通じて知り得ることを要望したが、調査団として

は、ジョルダン側の熱意を評価しつつも、地元 JICA 事務所の意見も聞き、プロジェクト終了

後は、スペアパーツに関する情報についても自助努力を基本とすることを先方と確認した。

ただしジョルダン側の便宜のため、日本側は、プロジェクト期間中に極力、供与機材のス

ペアパーツの入手情報を整理してジョルダン側に提供することとした。

（4）国際センター構想

VTC から、STIMI を第三国研修等を実施する国際センターに発展させる意図がある旨の表

明があった。

これに対し、調査団は、プロジェクト期間内は、専門家から C ／ P への技術移転が優先さ

れるべきであり、STIMI が実施する研修コースはプロジェクトの技術移転を妨げるものであっ

てはならないことを説明し、ジョルダン側もこれを理解した。
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第 3 章　ジョルダンにおける人材開発に関する最近の動き

前述のようにジョルダンでは、人材開発を国家目標の 1 つとして国王がイニシアティブをとり、

教育訓練について新規政策のパッケージを提案して実施に移す段階にきている。

調査団滞在中にこれを網羅した経済諮問委員会（ECC）報告を入手した（付属資料 4）。詳細は当

該報告を参照されたいが、本件に関するトウカン教育大臣、ムザヒムVTC 総裁等との協議結果を

中心に、そのポイントを示す。

3 － 1　施策の概要

経済諮問委員会報告に織り込まれた人材開発関連の主な施策は、次のとおりである。

（1）首相を座長とする教育・職業訓練協議会（council）の設立

教育、職業訓練に関する関係機関の調整と国としての統一した人材育成戦略を策定する機

関として、教育大臣、労働大臣、VTC 総裁、国軍副参謀長、人材開発中央センター所長、バ

ルカ応用大学長、労使代表等で構成される協議会を設立する。

（2）教育と職業訓練の対応関係の整備

訓練システムを専攻する者に、教育システムにより得られる技術的資格と共通の資格が獲

得できる機会を与えることを可能とするよう、教育と職業訓練を相関連するシステムとして

再建する（付属資料 5）。

（3）VTC 法の改正

教育訓練分野に、より有為な人材が得られるよう、VTC の財政上及び経営上の自治を拡大

し活性化する。

（4）訓練指導員の養成機関の設立

訓練指導員養成のため、その訓練教材・カリキュラム等の検討、民間施設の利用等につい

て検討する。

（5）教育・職業訓練のための基金の設立

関係政府機関及び労使等から構成される特別委員会を設置し、基金の設立に関する規則案

の策定等を行う。
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（6）ジョルダン内外の労働力需要に関する情報収集分析・提供機能の強化

産業ニーズに対応した教育・職業訓練に必要な、労働市場ニーズと教育訓練の成果を結び

つける正規の資料が欠如しているため、人材開発中央センターにおいて情報収集等のための

システムを整備する。

（7）教育・職業訓練部門における労働者の職名と、その要求される資格及び経験について定める

こと。

（8）教育、職業訓練を実際の産業界ニーズに合うカリキュラムとすること。

（9）VTC の機能に小規模ビジネスの起業及び遂行についての技術支援及び労働安全衛生の訓練

の実施を加えること。

（10）職業訓練及び雇用における女性の機会の拡大を図ること。

3 － 2　今後の展開等に係る教育大臣等の説明

（1）今後の展開

経済諮問委員会が報告（答申）したことの多くは、新たな予算措置を要さず、法令、制度の

改正で実施できるものである。

またVTC を含め、特段の制度改正を要さず、関係機関がその権限の範囲で現に実施できる

こともある。

法令の整備等国会の審議を要する部分は 2000 年 11 月ごろ、一連の人材育成関係パッケー

ジとして審議に入ると予想される。

答申に盛り込まれた事項を具体化・実行するために、近く教育大臣をヘッドとするタスク

フォースが結成され、できるものから実施に向けて検討が開始される。

（2）教育訓練政策の対象機関等

今回の教育訓練政策の強化の主な対象は、VTC、教育省傘下の職業学校（voca t i ona l

schools）及び短期大学（community  college  systems）である。

いずれも基本は、それぞれの自治を拡大し、その活力を向上させることである。

VTC については職員の採用、俸給表の設定、訓練機材の選択等に政府各省の許認可を要す

ることなく、自治を確保できるようになること等がポイントである。

職業学校については、より新しい技術に対応するために教師や技術者の質の向上、そのた
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めの人件費の確保、新しい機材・機器の確保等を重視し、またコミュニティカレッジについ

ては、その質を上げるためにバルカ応用大学において指導員の訓練を行うこと（to  establish

the  system  to  train  trainers）を提案している。

ただし、指導員訓練は、バルカ応用大学のみに限られるものではなく、分野ごとに他の機

関によって行われてもよい。

またコミュニティカレッジについては、現在の技術教育内容が産業ニーズに対して低いの

で、特に実用的技術分野を強めるため、そのカリキュラムを見直し、必要であれば履修期間

を 2 年から 3 年にすることも検討されている（under study）。

（3）教育と職業訓練の資格の対応関係の整備

ジョルダンでは技術的業務に関し 5 段階の技術レベル（pro f e s s i o n a l、t e c hn i c i a n、

craftsman、skilled 及び semi-skilled）が存在し、学校教育キャリアと職業訓練キャリアそれ

ぞれにこの 5 段階レベルとの対応関係がある（4 年制大学卒業者は professional、短期大学卒

業者は technician 等）。

現在、VTC 傘下の職業訓練校卒業者は、「semi-skilled」又は「skilled」に対応し、それ以上

の資格を取得する術はなかったが、今後は、一定の業務経験を積み、試験（technical　exam）

に合格した者に当該 5 段階をベースとしたライセンスを与えることにより、技術レベルの階

段を自己の努力により上げることができるようにする。

これは学校教育を受けることができなくとも本人の努力により技術資格を上げることを可

能にし、技術分野の者にインセンティブを与えるものである。

この場合の、技術試験の設定は、VTC の固有の権限で行われる。

STIMI の卒業生をそのどこに位置づけるかにも職業訓練に関するVTC の固有の権限である。

なお、VTC は、STIMI 卒業生をクラフトマンレベル -1 に位置づける意向である。

（4）訓練基金

経済諮問委員会報告のなかに、企業の純益の 0.5％を教育訓練基金に充てる案がある。

産業側からは反対の声もあったが、実施に向けほぼ一致する方向である。

これは民間産業界の人材育成、訓練を促進させようとするものであり、基金はすべて企業

等民間部門の訓練の助成に使われる。

これからのジョルダンの人材育成のためには民間部門における実践が非常に重要である。

したがって VTC のような公的訓練機関や学校の予算に振り向けられるものではない。

ただし、今後、産業界が自らの訓練をVTC 等に委託するような場合は、VTC 等公的部門に

も一部基金が充てられることになると考えられる。
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基金の管理のために官民半々で構成される特別の委員会がつくられる。

（5）教育訓練政策に関する調整委員会の設置

従来、人材育成に関する関係政府機関の調整はあまりよく行われてこなかった。

このため、民間 6 名、官 6 名（ジョルダン国軍を含む）の 12 名から成り、労働大臣が議長

を務める委員会を発足させ、人材育成について各省各機関の調整を図り、円滑な施策立案、実

施をめざす。
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第 4 章　計画達成度

4 － 1　ジョルダン側投入

（1）施設整備状況

職業訓練公社（VTC）は、ジョルダン最大規模の工業団地であるアンマン・サハーブ工業団

地（誘致企業 350 社、従業員 1 万人）内に 1 万 31 平方メートルの土地を確保し、世銀の融資

を受けて 1996 年に職業訓練技術学院（STIMI）の建設を開始した。建物は1998 年 8 月に竣工

した。STIMI は管理棟（事務室、教室、食堂）、北実習場（機械加工科、塑性加工科）、南実習

場（溶接科、鋳造・鍛造科、倉庫）、付帯施設（警備員室、受電室）から成っている。

調査時点まで、建物はおおむね問題なく維持管理されているが、施設内の電気工事の不備

によるトラブルが発生することがあり、その都度修理を要している。既に建物の保証期間（1

年間）が経過したため、今後はVTC の負担で補修していく必要がある。現状では外装塗装の

必要が生じているが、本件については、申請額が近く承認される見通しである。精密機器を

設置している実習場については、窓枠を密閉する等の防塵対策を取っているが、まだ十分と

はいえないことから、今後追加防塵対策が必要である。

ジョルダン側は、訓練用机、椅子、製図台、作業台、事務機器等について世銀の融資を受け

て購入・設置しており、必要数は十分確保されている。

（2）カウンターパート配置状況（付属資料 1　ミニッツ ANNEX-IV 参照）

現在 STIMI に配置されているカウンターパート（C ／ P）は、校長、訓練課長、機械加工科

6 名、塑性加工科 4 名、溶接科 6 名の計 18 名である。なお、STIMI には本プロジェクトの C

／ P 以外に、一般学科3 名、鋳造・鍛造科 4 名、管理課11 名が配属されている（付属資料6 参

照）。

計画されている C ／ P 配置が、機械加工科 9 名、溶接科、塑性加工科各 7 名となっている

ことから、機械加工科で 3 名、溶接科で 1 名、塑性加工科で 2 名が欠員していることになる。

調査団から VTC 側へ欠員となっている 7 名の配置を早急に完了するよう申し入れたところ、

2000 年 8 月末までに配置を完了すべく努力している旨回答があった。

（3）予算措置状況（ミニッツANNEX-V 参照）

STIMI の運営費は、VTC から配分される予算で賄われている。なお、VTC 傘下の訓練校が

実施する訓練コースの授業料は、すべて VTC が取りまとめることになっていることから、

STIMI においても、VTC から配分される予算以外の独自財源は存在しない。
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これまでの予算実績は、1997 年度（1 月から12 月まで）は5,500JD（ジョルダンディナール）、

1998 年度29,657JD、1999 年度143,100JD である。2000 年度は208,550JD の予算措置が予定

されている。

注：1997 年 7 月 25 日現在のレート　1JD ＝ 165 円

2000 年 7 月 28 日現在のレート　1JD ＝ 155 円（出所：東京三菱銀行）

これまでのところほぼ十分な額の予算が割り当てられており、ジョルダン側の努力を評価

することができる。予算執行実績内訳は付属資料 7 のとおり。

4 － 2　日本側投入

（1）専門家派遣（ミニッツANNEX-VI 参照）

プロジェクト協力開始後、チーフアドバイザー、業務調整員、訓練計画専門家、3 分野（機

械加工、塑性加工、溶接）の専門家各 1 名を順次派遣しており、訓練計画専門家の交代を含め

て、これまでに計 7 名の長期専門家を派遣している。

溶接分野の専門家は 2000 年 7 月末に交代する予定であったが、後任者の派遣時期が遅れた

ことから、2000 年 8 月中旬まで溶接分野の長期専門家不在期間が生じている。調査団からは

この点につき日本側の事情を説明のうえ、理解を求めた。

チーフアドバイザー、調整員、2 分野（機械加工、塑性加工）の専門家は 2000 年 9 月に交代

する計画である。

短期専門家については、これまで、金型設計制作、視聴覚教材開発、熱処理、CNC 旋盤に

係る技術移転のため、計 4 名を派遣している。

（2）研修員受入れ（ミニッツANNEX-VII 参照）

C ／ P の本邦研修は、職業訓練管理分野 2 名、機械加工分野 6 名、塑性加工分野 4 名、溶接

分野 4 名の計 16 名に対して実施した。本邦研修では、千葉職業能力開発促進センターが主な

受入先となっており、講義、実習、工場訪問等を実施している。

本邦研修を終了した 16 名のうち 2 名が、転職及び定年退職により離職しているが、残る 14

名の C ／ P については、本邦研修により習得した知識や技術を生かして訓練を実施している。

プロジェクトチームからは、C ／ P に研修の目的や内容を事前に十分説明することで研修

の効果を高めるためにも、研修内容を早めに通知してほしい旨要望があった。

（3）機材供与（ミニッツANNEX-VIII 参照）

平成 9 年度、平成 10 年度プロジェクト供与機材については、既に搬入、据え付けが完了し

ている。平成 11 年度プロジェクト供与機材は間もなく納入されることから、2000 年 10 月ご
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つけさせたり、意識の低い安全衛生面の指導も粘り強く続けられている。

また、2001 年には指導技法の短期専門家を派遣することにしており、より具体的指導能力

について補強される予定である。今後卒業生が輩出され就職先からの評価が上がれば、すな

わち指導員の指導能力の高い評価へとつながる。

（3）教材開発

すべての科において実技用サンプルの作成及びテキストの作成が進められている。養成訓

練、向上訓練ともに訓練に間に合うタイミングで教材が作成されており、今後も新規向上訓

練等で開発が進められ、養成訓練の第 1 期生が卒業するまでには一通りの教材作成が終了す

るので、今後はこの改訂作業が必要になってくる。

テキストの原案は、日本で作成された英語教材を参考に、専門家が C ／ P とともにアラビ

ア語に翻訳し、業者に訳語の修正を発注して作成されている。ここで最終的に作成された教

科書を訓練生に購入させ、教材としている。

教科書作成時にネックとなっているのは、指導員のパソコン操作能力の低さと、大卒指導

員にのみテキスト作成時に手当が出され、短大卒以下の指導員に手当が出ないことである。

教材開発・作成実施状況を表 4 － 2 に示す。
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第 5 章　評　価　結　果

第4 章に述べた計画達成度を踏まえて行った 5 項目評価（目標達成度、実施の効率性、案件の効

果、計画内容の妥当性、自立発展性）の結果は、以下のとおりである（付属資料1　ミニッツANNEX-

Ⅲ参照）。

5 － 1　目標達成度

5 － 1（1）

成果のレベル

1）学院の運営・管理体制が確立される。（PDM 成果 1）

職業訓練技術学院（STIMI）には、中間評価時点で、付属資料 5 の組織図に

示されているように管理者（学院長、訓練課長）、指導員（機械加工科 6 名、塑

性加工科 4 名、溶接科 6 名、計 16 名）、事務職員等（会計主任、庶務主任、一

般学科講師等 15 名）が配置されている。このうち、カウンターパート（C ／ P）

は管理者と指導員の合計 18 名である。初代学院長は既に辞職（引退）したが、

2 代目学院長の意欲は高く学院の適切な運営に尽力している。

C ／ P の配置は、STIMI や職業訓練公社（VTC）の権限外の事情により、計

画数（25 名）に達していないという問題はあるが、2000 年 8 月末までにはすべ

て補充される見込みである。

また、これまでの STIMI の年間実行計画は STIMI 管理者と日本人専門家が

協力して着実に実行されている。さらに、STIMI の運営予算は発足以来コンス

タントに増加しており、かつ着実に執行されている。

以上から、学院の運営・管理体制が確立されつつあると判断できる。

2）金属・機械加工分野の職業訓練のために必要な機材が整備される。（PDM 成

果 2）

平成 9 年度、平成 10 年度の供与機材については、既に搬入、据え付けが完

了している。平成 11 年度の供与機材も 2000 年 10 月ごろにはプロジェクトに

到着する予定となっており、当初の計画に従って、ほぼすべての機材が整備さ

れることになる。

また、機材の維持管理はおおむね良好であるが、現地調達が難しいスペア

パーツを要する保守が必要な機器（CNC 等）の維持管理については、残された

期間内にスペアパーツリストやその入手先リストを作成する必要がある。

施設の保守管理もおおむね良好であるが、施設内の電気工事の不備によりト

ラブルが発生することもあり、その都度修理を行っている。
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5 － 1（2）

プロジェクト

目標レベル

3）学院において訓練指導員の能力が向上する。（PDM 成果 3）

訓練指導員の指導技法に関する技術水準は、供与された機材を利用し、計画

どおり日本人専門家が技術移転を進めたことで、確実に向上している。日本人

専門家はアカデミックに偏りがちなジョルダンの訓練に対して、反復練習を通

じて技術訓練に対する自信を指導員につけさせている。

また、機材操作（マニュアルに沿った操作の習慣化）、教材作成（実技用サン

プルの作成及びテキストの作成）及びカリキュラム作成に関する技術水準も、

日本人専門家が設定した段階に応じて、その能力は向上している。

4）適切な金属・機械加工分野（溶接、塑性加工、機械加工）で適切な訓練コー

スが実施される。（PDM 成果 4）

訓練コースは 12 年生卒業者向けの養成訓練と、金属加工分野の実務経験を

もつ技能者向け向上訓練から構成され、どちらも十分に準備したうえで実施さ

れている。

向上訓練コースに対する修了者からの評価や向上訓練コース修了者の雇用主

からの評価は、「業務に直結した技能を取得できた」として非常に高い。これは

向上訓練の内容が、企業訪問やニーズ調査の結果を十分反映したものとなって

いるためといえる。

一方、養成訓練コースはまだ卒業生を送り出していないので、直接的な評価

はできないが、第一期生への応募は定員の 3 倍近くに達していること、また、

学校関係者や企業からの視察者が多いことから、その注目度は高いといえる。

以上から、両訓練コースが適切に実施されていることがうかがえる。

STIMI がまだ養成訓練コース（Craftsman　Level）の卒業生を送り出してい

ないので、現時点で、成果がプロジェクト目標（金属・機械加工分野の質の高

い技能者の育成）の達成に向けて効率的に転換されているかどうか判断するの

は難しい。

しかしながら、STIMI がその管理・運営体制を整え、訓練機材を整備し、技

術移転を通じて指導員の能力を着実に向上させ、既に 6 つの向上訓練コースを

実施して、そのコース修了者自身やその雇用主によって高い評価が得られてい

ることを勘案すれば、各成果がプロジェクト目標達成に着実につながっている

と考えられる。
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5 － 2（1）

投入の質及び

量

総じて、日本側、ジョルダン側双方の投入の質・量は適切で、成果にうまく

つながっている。

日本側

1）専門家の派遣

中間評価時までに長期専門家は延べ 7 名、短期専門家は延べ 4 名が派遣され

た。専門家の専門性や派遣期間はおおむね適切で、STIMI のカウンターパート

に対する技術移転に大きく貢献した。しかし、一部の短期専門家については、

派遣期間がもう少し長ければ、より効果的な技術移転が行えた可能性がある。

2）C ／ P の日本での研修

2000 年 7 月時点で、16 名のC ／ P が日本で研修を受けた。このうち、1 名が

転職し、もう 1 名（学院長）が定年退職した。日本での研修では、機械加工、塑

性加工、溶接、訓練計画分野を対象に、講義、実習及び工場訪問などが実施さ

れ、C ／ P の知識や技術力向上に貢献した。ただし、訓練の効果を一層高める

ために、C ／ P に対し訓練内容を事前に十分説明しておく必要がある。

3）機材の供与

大部分の機材は本プロジェクト遂行に不可欠のもので、その種類や量は適切

であった。2000 年 3 月までの機材供与総額は約4 億 1,700 万円であった。また、

機材据え付けのために、5 名の技師が派遣された。

4）現地業務費の補填

本プロジェクトの円滑な遂行を図るために、2000 年 7 月までに現地業務費と

して約 1,900 万円が支出された。

ジョルダン側

1）カウンターパートの配置

2000 年 7 月時点で 18 名の C ／ P が配置されている。この人数は当初計画さ

れていた 25 名を下回っているが、2000 年 8 月末までにはすべてのC ／ P が配

置される見込みである。

これまでに 2 名の職員が転職したものの、C ／ P の離職率は総じて低く、成

果の達成に大きく貢献している。

5 － 2　実施の効率性
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5 － 2（2）

投入の時期

2）VTC 側の費用負担

VTC 側も大きな費用を負担してきた。用地費及び建設費で 120 万 JD（ジョ

ルダンディナール）を、機材費として 100 万 JD 以上を拠出している（ただし、

建設費の 50％と機材費の大部分は世銀からの融資である）。また、STIMI の経

常的経費として、1997 年に5,500JD、1998 年に29,657JD、1999 年には143,100JD

を拠出した。2000 年には208,550JD（予算）を拠出予定である。このようなジョ

ルダン側の自助努力が成果の達成に大きく寄与している。

総じて、投入の時期は適切で、成果にうまく転換されている。

日本側

1）専門家の派遣

長期専門家はR ／D や年次計画に従って派遣され、その派遣時期はおおむね

適切であったが、溶接の専門家については、後任者の派遣が遅れて現地で引き

継ぎができず、技術移転が一時中断した。一方、短期専門家の派遣時期はほぼ

適切であった。

2）機材の供与

本プロジェクトの機材は主に日本で調達された。機材の供与時期はおおむね

適切であった。

3）C ／ P の日本での研修

日本における研修は年次計画に従って実施され、その時期は適切であった。

4）調査団の派遣

1999 年 1 月に、運営指導調査団が派遣されたが、その時期は適切であった。

ジョルダン側

1）C ／ P の配置

当初計画と比較すると遅れているが、2000 年 8 月末までには C ／ P の配置

が完了する予定である。

2）費用負担

限られた予算にもかかわらず、相応の現地費用をほぼ適切な時期に支出した。
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5 － 2（3）

プロジェクト

の支援体制

5 － 2（4）

他のプロジェ

クトとの連携

等

1）合同調整委員会

合同調整委員会は1999 年 1 月に 1 度実施された。その構成メンバーは JICA

専門家、VTC、STIMI、JICA ジョルダン事務所及び在ジョルダン日本国大使館

（オブザーバー）であった。第 2 回合同調整委員会は開催時期が遅れ、中間評価

調査団訪問中に開催されたが、今後、定例化されれば、一層効率的な支援が可

能となるであろう。

2）その他

一部の機材については、民間企業や他の職業訓練センターから一時的に借用

するなどの便宜を受けた。また、サハーブ工業団地内の管理事務所（工業団地

公社の出先）から、STIMI の広報に関して支援を得た。

STIMI は欧州連合（EU）のNGO や国際機関から訓練を委託したいとの要望

を受け、向上訓練（被覆アーク溶接コース及び炭酸ガス溶接コース）を実施し

た。

また、カナダ国際開発庁（CIDA）が実施する「技能向上による経済発展」

（Economic  Development  through  Technical  Skill   Development）プロ

ジェクトとの情報交換を行った。

5 － 3　案件の効果

5 － 3（1）

制度的効果

これまでの職業訓練ではセミスキルドワーカー及びスキルドワーカーレベル

の技術までしか習得することができなかったが、1999 年より STIMI が、職業

訓練校として初めてクラフトマンレベルの養成訓練を開始したことから、職業

訓練制度のなかでもクラフトマンの資格を取得することが可能となった。なお、

2000 年には、他の職業訓練校において機械加工分野以外のクラフトマンレベル

の養成訓練が開始されることとなっており、職業訓練制度のなかで取得可能な

クラフトマンの種類も増えることになる。

さらに、現在、STIMI を学校教育における短大相当の職業訓練施設に位置づ

ける構想（すなわちSTIMI がバルカ応用大学との連携によりカリキュラム等を

整備することで、学校教育における短大相当の職業訓練を実施し、テクニシャ

ンレベルの卒業生を輩出すること）が計画されており、将来的には職業訓練制

度のなかでテクニシャンの資格を取得することができるようになる可能性もあ

る。ただし、本構想実現へのタイムスケジュールは未定である。
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5 － 3（2）

技術的効果

VTC は 10 年生卒業者を対象とした訓練を実施してきたが、産業界が求めて

いるより高いレベルの技術者を供給するため、STIMI は、VTC で初めて 12 年

生卒業者を対象としたクラフトマンレベルの訓練を開始した。VTC は、今後も

様々な分野でクラフトマンレベルの訓練ニーズが高まると考えており、2000 年

には、STIMI を含めた 20 の職業訓練校で 9 分野のクラフトマンレベルの訓練

を開始することを決定している。STIMI はクラフトマン養成訓練実施校のモデ

ル校とみなされており、VTC は、STIMI で確立した訓練技術や実施体制を他

の訓練校でも適用していくことを検討している。

5 － 4　計画内容の妥当性

5 － 4　（1）

上位目標及び

プロジェクト

目標

5 － 4（2）

その他

上位目標及びプロジェクト目標はジョルダンの国家政策に合致している。職

業訓練の重要性は現在準備中の第 5 次国家開発計画（社会経済計画）でも強調

されている。また、経済諮問委員会（ECC）は職業訓練を通じた人材開発の重

要性を唱えている。

PDM 第 2 版は、プロジェクトの管理・運営をより効率的に行い、また終了時

の評価をより明確に実施するために、特に指標と指標の入手手段について、当

初の PDM を改訂したものである。

5 － 5（1）

制度的側面

5 － 5（2）

財政的側面

STIMI では管理・運営体制がほぼ整備され、VTC で初のクラフトマン養成

訓練も順調に実施されている。VTC は STIMI をジョルダンにおける先進的な

職業訓練のモデル校として位置づけているが、クラフトマン養成訓練を実施す

る職業訓練校が増えていることを考えると、モデル校としてのSTIMI の役割は

更に高まると考えられる。また、VTC は、将来 STIMI を拠点に大学との連携

によりテクニシャン養成訓練を開始することも検討しており、STIMI の重要性

は、職業訓練制度のみならず、学校教育制度のなかでも高まると考えられる。

以上の理由から、VTC は STIMI の運営を重要視しており今後も十分なサポー

トを行うものと判断されるので、制度的に自立発展の見込みは高いと判断され

る。

予算は 1997 年以降確保されており、今後も継続的に予算が配分されていく

ものと期待できる。なお、現在の法制度では、VTC は機材を利用した民間から

の委託試験費等、ごく一部の事業収入しか自主財源に組み込むことができない

が、現在提案されている職業教育／訓練のための特別基金（企業の純益の0.5％

5 － 5　自立発展性



─ 31 ─

5 － 5（3）

技術的側面

を充てるとされている）が設置されれば、VTC は自らの予算原資を確保できる

可能性もある。なお、この基金は民間産業界の人材育成や訓練を促進するため

のもので、基金はすべて企業等の民間部門の訓練の助成に充てられ、VTC など

の公的機関の予算に振り向けられるものではないが、企業等が自らの訓練を

VTC に委託した場合は基金の一部が充てられることになると考えられている。

企業や学校関係者による視察が月に 2 ～ 3 回以上あり、また、養成訓練コー

スには定員を 3 倍近く上回る応募があることから、STIMI に対する注目度は高

いといえる。また、STIMI が実施している訓練コースの質は、養成訓練コース

に対する養成訓練受講者の評価は改善すべき点についての指摘はあるもののお

おむね良好であること、向上訓練コースに対する修了者及び修了者の雇用先か

らの評価は高いことから、現時点としては満足できるレベルにあるといえる。

今後は、C ／ P が習得した技術の維持だけではなく、向上訓練の実施数を増

やして指導経験を積むことにより、自ら訓練内容を改良していく能力を高めて

いけば、産業界のニーズに合致した訓練を実施していくことができるようにな

り、プロジェクト協力期間が終了しても、STIMI が技術的に自立発展していく

可能性は高い。
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第 6 章　提　　　言

6 － 1　提　　　言

調査団は、一連の調査結果に基づいて、プロジェクトの残りの協力期間における効果的な技術

協力の実施のため、ジョルダン側に対して以下の提言を行い、併せてミニッツに記した。

（1）産業界の技術ニーズの把握

教育大臣等職業訓練公社（VTC）関係者以外の人々の見解では、現在VTC の行う職業訓練

は一般に、産業界のニーズに十分応えたものとなっていない。

職業訓練技術学院（STIMI）における訓練を雇用に結びつけ、その卒業生が業界で評価を得

るためには、VTC のこのような状況を打破しなければならない。

現時点で、STIMI は、学院長を中心に、その立地するサハーブ工業団地を中心に、事業場

の労働者数、製品、機械設備等についてファイルを作成する等により産業の実態把握に努め

ているが、今後とも、企業が必要としている訓練ニーズの変化に留意し、訓練がこれらにマッ

チしていることを確認していく姿勢が重要である。

（2）十分な技術移転環境の確保・維持

質の高いカウンターパート（C ／ P）を必要な人数確保し、日本人専門家からの技術移転に

必要な時間等環境条件を確保することは、技術移転の基盤をなすものであり、協力終了後の

自立発展性につながる基本でもある。ジョルダン側には供与機材をフルに使い、訓練生のク

ラス数も増やすことや、国外も含めて外部の委託による訓練に積極的に応えていきたいとの

志向があるが、協力期間中は、まず何よりも C ／ P の確保・維持と C ／ P への技術移転が十

分に行われることに、最大の配慮を払う必要がある。

（3）教育機関との連携

VTC の総裁は、STIMI を今後、VTC 傘下の職業訓練校の雄として、現在ジョルダン国王が

進めている政策の 1 つである「教育と職業訓練における技能レベルの対応関係の整備」のなか

で、工業高校更に短期大学の卒業生に対応する技能者資格を与えていく等、先導的役割を果

たすものと位置づける意向であり、これは教育大臣によっても支持されている。

これについて、実現に至るタイムスケジュールは明らかでなく、また卒業生に短期大学に

対応する技術者資格を与えることについては、本プロジェクトの協力範囲に属する事故では

ないが、協力相手機関である STIMI が技能者養成機関としての国内でのステータスを上げる
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ことは、協力する日本にとっても望ましいものである。

このような構想を実現性のあるものとするには、VTC が従来の殻を破って、進んで教育機

関など人材開発に関係する諸機関と教育訓練内容その他について交流のチャンネルをもち、

VTC 自体として社会的ネットワークを強めることが前提になると考える。

なお、日本側供与予定機材が当初予定どおりに到着することは、長期専門家及び短期専門

家の別を問わず、専門家の効果的な技術移転のために重要である。プロジェクトの初期にお

いて若干の機材到着遅れも見られたことから、後期に向けて、残る機材が遅れて到着するこ

とのないよう、日本側の努力を求めるものである。

6 － 2　今後の協力のあり方

プロジェクトは、本中間評価によれば目標に向かって順調に推移していると見ることができる。

一方、ジョルダンでは、プロジェクト開始後今日まで、産業経済事情に大きな変化は見られず、

雇用の過半は政府部門であり、製造業及びそのなかの機械産業ともシェアは大きくない。ただし、

最近世界貿易機関（WTO）に加盟し、また 2000 年中には米国及び EU とのフリーアクセスに関す

る協定締結が予定されており、これらは製造業に関してもその市場拡大に寄与すると期待されて

いる。

このようななかで、現国王による人材育成施策の強化が進められており、本プロジェクトもジョ

ルダンにおける職業訓練体系に対するものである以上、これらのイニシアティブの影響を受けざ

るを得ない。

現在のVTC による公的訓練の評価は高いとはいえず、一方で民間部門のオンザジョブ・トレー

ニング（OJT）を活発化するための訓練税の導入が検討されているなかで、VTC 総裁は STIMI に、

VTC が産業界から再評価を勝ち取るための切り札的な役割を期待している。

具体的には、ミニッツに記したように、VTC は STIMI で現在予定しているクラフトマンレベル

の者の養成に加え、近い将来、職業訓練体系で初の短期大学卒業者に対応する技術資格であるテ

クニシャンレベルの者を養成することを考えている。

このためには、現在、高卒者を受け入れ 2 年間の養成訓練を行っているSTIMI のカリキュラム、

訓練年限等の再検討が当然予想され、そこでは短期大学の技術課程を指導する立場にあるバルカ

応用大学との連携も考慮されている。

こうした動きは、VTC 総裁によれば、極めて速いテンポで進むことも十分予想される。

本プロジェクト方式技術協力は、残る期間において、所期の技術移転目標を果たすことを第一

義としつつ、一方ではこのような変化を十分にとらえ、VTC の要請に沿って、協力内容がVTC の

意図する将来の STIMI の姿にも貢献する方向に、ある程度弾力的に対応することが必要と考える。

最も避けなければならないのは、新たな変化に取り残され、現在の協力の位置づけがあいまい
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となってしまうような事態である。

その意味で現プロジェクトとの整合を常に意識しつつ、変化に積極的にかかわっていくべきで

ある。

具体的には、残る協力の全期間にわたり、現に実施している 2 年制の養成訓練において産業界

の評価を得る人材を送り出すこと及びニーズを反映した在職者の向上訓練を継続することを基本

とすることは当然であり、その重要性を VTC 側に十分認識させることが最も重要である。

そのうえで、仮に協力期間内にテクニシャンレベルの養成課程準備への動きが顕在化した場合

には、その背景、社会的ニーズを十分に踏まえたうえで、現プロジェクトの枠内で対応可能な協

力のあり方を検討していく必要があろう。このことは、所期の協力との整合性を日本のイニシア

ティブで図っていくためにも重要であり、チーフアドバイザーを中心として新たな変化に対応し

ていく姿勢が求められる。

なお、その際、STIMI のレベルアップの動きのなかで、現在のC ／P が資格要件等の関係でSTIMI

を去るような事態とならないよう、極力意を尽くす必要がある。
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